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出産後１年を経過していない保育士に対する解雇の有効性等（社会福祉法人緑友会事件）
～東京地裁令和２年３月４日判決～

事案の概要Ⅰ

１　Ｘは、平成２４年５月、Ｙ法人が経営する保育園（以下「本件保育園」といいます。）にパート保育士として入職し、同年１２月１日、  

　常勤補助職員としてＹ法人に雇用され、平成２５年春、正規登用試験に合格して正規職員に登用されました。

　　その後、ＸとＹ法人は、Ｘの妊娠が判明したことから、平成２９年３月末まで勤務し、同年４月１日以降産休に入ることを合意し、Ｘは、

　同年５月１０日に第１子を出産しました。

２　Ｘは、平成３０年３月９日、Ｙ法人の総務課職員と面談し、同年５月１日を復職日としたい旨を伝え、復職後に時短勤務を希望する書類

　を提出しました。ＸとＹ法人の理事長（以下「Ａ」といいます。）は、同年３月２３日に面談し、Ａは、Ｘに対して「本件保育園の

　園長（以下「B」といいます。）が無理だといっていることから復職をさせることはできない。」「実際には解雇である。」旨を伝え、

　退職を条件に３か月の特別休暇の提案をしました。しかし、Ｘは、このＡからの提案を断り、Ａに解雇理由証明書の発行を求めました。

　　Ｘは復職を希望した平成３０年５月１日以降、Ｙ法人において就労していません。

３　Ｘは、退職に合意していないこと、Ｙ法人がＸに対してした解雇（以下「本件解雇」という。）が権利の濫用に該当すること、また、男女

　雇用機会均等法９条４項に違反することから無効であると主張して、Ｙ法人に対し、①労働契約上の権利を有する地位にあることの確認、

　②労働契約に基づく賃金・賞与等の支払い、③本件解雇が不法行為に当たると主張して、本件解雇により受給することができなかった産休・

　育休の社会保険給付相当額の損害賠償金等、ならびに慰謝料等の支払いを求めて提訴しました。

１　本判決は、「労働者が退職に合意する旨の意思表示は、労働者にとって生活の原資となる賃金の源である職を失うという重大な効果を

　もたらす重要な意思表示であるから、退職の意思を確定的に表明する意思表示があったと認められるか否かについては、慎重に検討する

　必要がある」と判示しました。

　　そして、ＸがＡから復職させることはできない旨を伝えられたのに対し、それを承諾する旨の意思表示をしたと認めることはできないと

　して、退職合意の成立を否定し、ＡのＸに対する面談における復職させることはできない旨の通告は、実質的には、Ｘに対する解雇の意思

　表示であるとしました。

　　そのうえで、Ｘに解雇に相当するような問題行動があったと評価することは困難であり、また、ＸのＢらに対する言動に、仮に不適切な

　部分があったとしても、ＢがＸに対して度重なる注意、改善要求をしていたとは認められず、Ｘには、十分な改善の機会も与えられて    

　いなかったと認定し、本件解雇は、客観的合理的理由を欠き、社会通念上相当であると認めることもできず、権利の濫用として、無効で

　あるとしました。

　　また、男女雇用機会均等法９条４項について、「妊娠中の女性労働者及び出産後１年を経過しない女性労働者に対する解雇を原則として

　禁止しているところ、これは、妊娠中及び出産後１年を経過しない女性労働者については、妊娠、出産による様々な身体的・精神的負荷が  

　想定されることから、妊娠中及び出産後１年を経過しない期間については、原則として解雇を禁止することで、安心して女性が妊娠、

　出産及び育児ができることを保障した趣旨の規定であると解される。」と判示しています。

判決のポイントⅡ
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本ニューズレター及び弁護士法人ALGからのリーガルサービスに関する情報（セミナー情報、法律相談に関する情報等を含みます。）をご希望される方は次のメー
ルアドレスに会社名、業種、氏名、役職、部署、電話番号及び配信希望先メールアドレスを記入したメールをお送りください。
弁護士法人 ALG は、本ニューズレター配信のために取得した個人情報について、弁護士法人 ALG からの各種ニューズレターの送信並びに各種リーガルサービ
スの紹介及び提供を行うために必要な範囲で利用させて頂きます。
なお、当該情報送信は、予告なく変更及び中止される場合があることをご了承ください。
■ 配信希望メールアドレス roumu＠avance-lg.com

本ニューズレターは、具体的な案件についての法的助言を行うものではなく、一般的な情報提供を目的とするものです。
本ニューズレターに関するお問い合わせは、下記にお願いいたします。

（東京弁護士会所属）
東京法律事務所 〒163-1128  東京都新宿区西新宿6-22-1 新宿スクエアタワー 28F　　【連絡先】 TEL.03-4577-0757　FAX.03-5909-2454

各法律事務所 宇都宮・埼玉・千葉・横浜・名古屋・大阪・神戸・姫路・福岡

ALG弁護士法人 Associates&

執筆弁護士

企業法務及び労働法務全般

本事例からみる実務における留意事項Ⅲ

企業法務及び労働法務全般

Isao Ienaga
執行役員・弁護士　家永 勲

（大阪法律事務所所属）

　　本判決は、男女雇用機会均等法９条４項本文や同但書への抵触にかかわらず、本件解雇が権利の濫用として無効であることを示して 

　います。男女雇用機会均等法９条４項違反がなくとも、本件解雇の有効性の結論は変わりません。しかしながら、本判決は、結論が

　変わらないにもかかわらず、同項違反であることを明示しており、さらに、本件解雇に不法行為責任が成立すると判断する理由としても

　明示しています。不法行為として認定されたことが慰謝料３０万円の認容に繋がっているので、産後１年を経過していない従業員の解雇

　は、慎重に検討しなければなりません。

　　また、同但書についても、規定本文の趣旨を踏まえると、使用者は、単に妊娠・出産等を理由とする解雇ではないことを主張立証

　するだけでは足りず、妊娠・出産等以外の客観的に合理的な解雇理由があることを主張立証する必要があるものと解されると判示

　しました。

　　そして、本件解雇には客観的合理的理由があると認められないことから、男女雇用機会均等法９条４項に違反するとし、この点に

　おいても、本件解雇は無効としました。

２　また、本件解雇は無効であるから、Ｘは、復職を希望していた平成３０年５月１日以降、Ｙ法人に対し、労働契約に基づく賃金請求権を   

　有するとして、①平成３０年５月から平成３１年３月まで（第１子の育児休業から復帰し、第２子の産前休業取得前まで）、②令和２年６月

　以降（第２子の育児休業から復帰後）の期間につき、賃金の請求を認めています。

　　賞与請求についても、Ｙ法人に対し、給与規程及び運用基準の規定により、労働契約に基づく賞与請求権を有すると判断しました。

３　本判決は、本件解雇は、権利の濫用にあたり無効であることに加え、男女雇用機会均等法９条４項に違反するものであるから、違法で

　あり、被告Ｙ法人に不法行為責任が成立するとしました。

　　そのうえで、損害について、第２子の産休・育休期間中の社会保険給付相当額につき、「本件解雇がなければ、Ｘの第２子の出産に係る

　産休・育休期間は、平成３１年４月１日から令和２年４月末日までと合意されたであろうと考えられることからすると、当該期間に受給

　できなかった出産一時金及び育児休業給付金相当額が、本件解雇と相当因果関係のある損害といえる」としました。

　　次に慰謝料については、「解雇が違法・無効な場合であっても、一般的には、地位確認請求と解雇時以降の賃金支払請求が認容され、その

　地位に基づく経済的損失が補てんされることにより、解雇に伴って通常生じる精神的苦痛は相当程度慰謝され、これとは別に精神的損害や

　その他無形の損害についての補てんを有する場合は少ないと解される」としつつ、本件においては、育児休業後の復職のために第１子の

　保育所入所の手続きを進め、保育所入所も決まり、復職を申し入れたにもかかわらず、客観的合理的理由がなく直前になって復職を拒否

　され、男女雇用機会均等法９条４項にも違反する本件解雇をされた結果、第１子の保育所入所も取り消されるという経過をたどっており、

　このような経過に鑑みると、Ｘがその過程で大きな精神的苦痛を被ったことが認められ、賃金支払等によってその精神的苦痛がおおむね

　慰謝されたとみることは相当でなく、Ｙ法人による違法な本件解雇により、Ｘに生じた精神的苦痛を慰謝するに足りる金額は３０万円と

　しました。

 Takuya Okamoto
アソシエイト・弁護士　岡本 卓也

厚労省からの通達や最高裁の判例を掲載していますので、是非ご覧ください。


